第138回通常宗議会速報
令和４年度曹洞宗一般会計歳入歳出予算決定
●級階賦課金　1点147円（前年と同額）
○令和４年度　曹洞宗一般会計歳入歳出予算
歳　　　入　　４８億２７４３万２０００円
歳　　　出　　４８億２７４３万２０００円
（※　歳入歳出ともに前年度より８億５２４０万８０００円の減額）

（内　　　訳）　４６億７２４５万２０００円　歳出経常部総額
（※　前年度より２億５５２８万８０００円の減額）

　　　　　　　　　　　　　１億５４９８万円　歳出臨時部総額
（※　前年度より５億９７１２万円の減額）

議会概要
新型コロナウイルス感染症まん延防止等重点措置の適用期間ではありましたが、第138回通常宗議会が招集され、令和4年2月21日から24日までの４日間の短縮会期により、主に令和4年度予算と宗制変更についての審議が行われました。

招集初日に宗議会成立に関する集会、開会式、常任委員選挙、宗務総長演説の後、提出議案17本が上程され、所管部長より議案説明、宗務監査報告の後、会派による議案研究。翌日よりすべての議案が審議に入りました。
2日目からは有道会・總和会を代表しての「総括質問」に続き「通告による一般質問」４本、「文書質問」９本が行われました。その間、各委員会に付託された議案の審議が行われ、最終日に付託議案は、各委員長より審議報告を受けて、令和４年度曹洞宗一般会計歳入歳出予算案を含めた、上程議案が本会議場にて可決決定いたしました。尚、第３特別委員会に付託された議案については、宗憲・規則・宗制にわたる審議内容が膨大なため、議会休会中も継続審議することになりました。
○一般会計歳出臨時部予算額　１億５４９８万円（内訳）

１款‐管長就任式費　　
                                  　３５０万円

２款‐大本山總持寺貫首荼毘式香資　　　　　　　　　　　　　　１５００万円
３款‐大本山總持寺貫首晋山式祝賀　　　　　　　　　　　　　　１５００万円
４款‐大本山總持寺貫首晋山式法定聚会旅費　　　　　　　　　　１５００万円
５款‐太祖瑩山紹瑾禅師７００回大遠忌予修法要準備費　　　　　１５００万円
６款‐北アメリカ国際布教１００周年記念授戒会開催に伴う補助費　３６０万円
７款‐英語版『正法眼蔵』作成費及びシンポジウム開催費　　　　　７００万円

８款‐駒澤大学新図書館建設支援金　               　           ５００万円
９款‐世田谷学園創立１２５周年記念事業特別支援金　　　　　　　３００万円
１０款‐SDGｓ推進事業費　　                　　　　　　　　　　 ５７８万円
１１款‐過疎地寺院振興対策室費　　                              ４００万円                               

１２款‐曹洞宗宗制調査室費
                                    ３１０万円
１３款‐大本山總持寺開山太祖瑩山紹瑾禅師７００回大遠忌香資　　６０００万円
特別委員会継続審議
●曹洞宗宗憲中一部変更案（総務部）
包括宗教団体である曹洞宗について、宗憲中「本宗」となっていた略称を「宗門」と定義。一仏両祖の呼称を宗憲中に明示。宗憲変更の表決数について「5分の3以上の賛成」から「3分の2以上の賛成」として、定員72人に対する比率を現行40％から、憲法改正の国会発議と同水準の66.6％に引き上げる等の変更案。
●宗教法人「曹洞宗」規則中一部変更案（総務部）
責任役員会の略称「庁議」を廃止。および宗議会の議決事項の変更に伴い字句を整理。規則変更の表決数を宗憲変更と同等とする。
◎曹洞宗各種審議会規程制定案（総務部）
　「曹洞宗」規則の変更に伴い新たに規程を制定。宗務並びに本宗の業務及び事業についての内局の諮問に応じる各種の審議会について必要事項を定める。
○曹洞宗懲戒規程中一部変更案（総務部）
宗憲と整合性を図り「曹洞宗の僧侶及び宗務の役職員」ではなく「全宗門人」と改め、宗門内部の地位が制裁対象である旨の明確化を図るため字句を整理。
僧侶に対する普通懲戒に、僧籍復帰は不可能、再得度は可能とする「僧籍剥奪」処分を新設し、懲戒種類の多層化を図る。懲戒の重さの基本的な基準を設ける。
新たに寺族に関する懲戒の条項を設ける（対象は分限を備える「寺族代表」に限定）。
曹洞宗規程中一部変更
○曹洞宗僧侶教師分限規程中一部変更（教学部）
被災で全損した寺院が復興に時間を要する場合の結制安居について、九旬禁足をできる本務寺以外の寺院において修行できるよう特例措置を整備（新設）。
駒澤大学が苫小牧駒澤大学内に設置する仏教専修科の廃止に伴い、修了した者の修学履歴適用を保護するため経過措置を整備。
○曹洞宗教育規程中一部変更（教学部）
「僧堂振興協議会」を運用の実状を踏まえて「僧堂実務担当者会議」と変更。

堂長会議について、新型コロナウイルス感染症など未曽有の事態が乗じた場合に柔軟な対応ができるよう字句を整理。
現在、部長の職にある理事長がいない実情を踏まえ、学校法人の理事候補者および監事候補者等の推薦について、内局の選定に基づき責任役員会において決定するものとする変更。
○曹洞宗財務規程中一部変更（財政部）
住職以外の教師賦課金免除の終身適用や住職になった時の免除撤回について複雑な条文を整理。納付すべきものは正教師に限られていないことから不要な字句を整理（正教師以下のいずれもが該当）。減免に係る決定手続きの明確化、減免申請中の者が翌年度の減免申請があった場合は、特別審査会に意見を求めることなく財政部長が決定できるよう変更。
※詳しくは有道会会報・曹洞宗報5月号をご参照ください。
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